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非開示理由等 所管局部課等

1 R1.8.19 R1.9.2
2010年以降に、知事、副知事、関係局長（知事本局・政策企画
局、港湾局、産労局）らが、IR関連事業者、○○、○○・○○・
○○・○○と面談した記録、提供を受けた資料

1
産業労働局では、請求にかかる文書は作成また
は取得しておらず、存在しないため

産業労働局総
務部総務課

2 R1.8.27 R1.9.5 令和元年度樽沢治山工事 53 1
産業労働局森
林事務所

3 R1.7.31 R1.9.6

・東京都新・元気をだせ！商店街事業費補助金交付申請書（平成
26年度～平成29年度）
・東京都商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金交付申請書（平
成30年度）
・東京都新・元気を出せ！商店街事業費補助金に係る補助事業実
績報告書（平成26年度～平成29年度）
・東京都商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金に係る実績報告
書等（平成30年度）
・商店街チャレンジ戦略支援費補助金の不正受給等に関する調査
結果について（報告）
・杉並区に対する商店街事業費補助に関し、2019年に都民からよ
せられた情報及びその対応に関する文書

103 1 1 1 1 1 1

（第7条第2号）
個人に関する情報であり、公にすることによ
り、個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（第7条第4号）
偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあ
るため。
（第7条第6号）
今後、同種の事故が発生した場合に、事故者及
び関係者からの事情聴取による適切な情報収集
が困難となり、事務の公正かつ円滑な遂行に支
障が生じるおそれがあるため。

産業労働局商
工部地域産業
振興課

4 R1.8.30 R1.9.10

・令和元年度樽沢治山工事
・上案下治山工事
・肝要復旧治山工事
・下恩方（松竹）治山施設災害復旧工事

204 1
産業労働局森
林事務所

5 R1.8.30 R1.9.10
・鋸山（大沢入）林道改良工事
・越沢林道開設工事

145 1
産業労働局森
林事務所

6 R1.8.29 R1.9.12
職業訓練指導員試験の受験申請を郵送により受け付けない根拠と
なる法令、通達若しくは例規又は都度の決裁文書その他の一切の
文書（職業訓練指導員試験案内を除く）

1
当該公文書は、実施機関では作成及び取得して
おらず、存在しない

産業労働局雇
用就業部能力
開発課
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7 R1.8.28 R1.9.13
・平成24年7月13日付審査請求書
・平成24年8月23日付弁明書
・平成24年11月13日付裁決書

15 1 1 1 1

（第7条第2号）
特定の個人を識別することができる情報であ
り、公にすることにより、個人の権利利益を害
するおそれがあるため。
（第７号第3号）
訴訟を提起したことが公になることにより、当
該法人に法的トラブルがあることが公になり、
法人等又は当該事業を営む個人の事業運営上の
地位その他社会的な地域が損なわれると認めら
れるため。
（第7条第4号）
偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあ
るため。

産業労働局農
林水産部農業
振興課

8 R1.8.30 R1.9.13

（１）産業労働局総務部個人情報安全管理基準
（２）産業労働局商工部個人情報安全管理基準
（３）産業労働局金融部個人情報安全管理基準
（４）産業労働局観光部個人情報安全管理基準
（５）産業労働局農林水産部個人情報安全管理基準
（６）産業労働局雇用就業部調整課個人情報安全管理基準
（７）産業労働局雇用就業部就業推進課個人情報安全管理基準
（８）産業労働局雇用就業部労働環境課個人情報安全管理基準
（９）産業労働局雇用就業部能力開発課個人情報安全管理基準

71 1
産業労働局総
務部総務課

9 R1.9.12 R1.9.19
・肝要復旧治山工事
・中山治山施設災害復旧工事
・数馬治山施設災害復旧工事

200 1
産業労働局森
林事務所

10 R1.7.16 R1.9.27

・「東京都商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金」（旧：「東
京都新・元気を出せ！商店街事業費補助金」）に係る「運営及び
経理等の状況」関する資料の提出について（依頼）
・平成25年度東京都新・元気を出せ！商店街事業費補助金に係る
検査の結果について
・「東京都商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金」（旧」「東
京都新・元気を出せ！商店街事業補助金」）に係る「運営及び経
理等の状況」に関する資料の提出について（回答）

1,566 1 1 1 1 1 1

（第7条第2号）
個人に関する情報であり、公にすることによ
り、個人の権利利益を害するおそれがあるた
め。
（第７号第3号）
法人等又は当該事業を営む個人の事業運営上の
地位その他社会的な地域が損なわれると認めら
れるため。
（第7条第4号）
偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあ
るため。
（第7条第6号）
今後、同種の事故が発生した場合に、事故者及
び関係者からの事情聴取による適切な情報収集
が困難となり、事務の公正かつ円滑な遂行に支
障が生じるおそれがあるため。

産業労働局商
工部地域産業
振興課


